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1.　１８年１０月中間期の業績（平成１８年５月１日～平成１８年１０月３１日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年10月中間期 17,687 （0.3） 1,512 （3.7） 1,510 （2.2）

17年10月中間期 17,628 （0.1） 1,459 （△29.4） 1,477 (△28.0）

　18年4月期 34,798 (△1.1） 2,794 (△20.6） 2,793 （△20.1）

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年10月中間期 670 （107.2） 48 66

17年10月中間期 323 （△65.8） 23 93

18年4月期 983 (△27.3） 72 04

(注) ① 期中平均株式数 18年10月中間期13,787,618株 17年10月中間期13,531,463株 18年4月期13,649,808株
　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年10月中間期 33,912 12,073 35.6 875 72

17年10月中間期 35,967 11,018 30.6 799 11

　 18年4月期 34,718 11,542 33.2 837 14

(注) ① 期末発行済株式数 18年10月中間期13,787,521株 17年10月中間期13,788,260株 18年4月期13,787,700株
　 ② 期末自己株式数 18年10月中間期 3,359株 17年10月中間期 2,620株 18年4月期 3,180株

　

2.　１９年４月期の業績予想（平成１８年５月１日～平成１９年４月３０日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 35,372 2,538 1,116

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　80円92銭
    

3.　配当状況

現金配当 1株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

18年4月期 (普通株式） 10　　00  10　　00 20　　00

19年4月期(実績）（普通株式） 12　　50 ―
25　　00

19年4月期(予想）（普通株式） ― 12　　50

※上記に記載した業績予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであ
ります。実際の業績等は、今後様々な要因により当該予想数値と異なる場合があります。　　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年10月31日現在)

当中間会計期間末

(平成18年10月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年４月30日現在)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 4,381,445 　 　 2,625,662 　 　 2,652,607 　

　２　売掛金 　 　 820,539 　 　 783,436 　 　 985,054 　

　３　たな卸資産 　 　 3,864,059 　 　 4,308,297 　 　 4,171,949 　

　４　その他 ※１ 　 942,283 　 　 1,180,184 　 　 1,182,128 　

　　　貸倒引当金 　 　 △21,767 　 　 △13,494 　 　 △22,121 　

　　　流動資産合計 　 　 9,986,560 27.8 　 8,884,086 26.2 　 8,969,619 25.9

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ 9,861,845 　 　 9,792,944 　 　 9,968,546 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △5,588,403 4,273,442 　 △5,618,296 4,174,648 　 △5,769,899 4,198,647 　

　　(2) 土地 ※１ 　 7,195,000 　 　 6,529,326 　 　 7,185,700 　

　　(3) その他 　 5,043,178 　 　 5,120,053 　 　 5,116,937 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △3,611,106 1,432,071 　 △3,768,999 1,351,053 　 △3,719,369 1,397,567 　

　　　有形固定資産合計 　 　 12,900,514 35.9 　 12,055,028 35.5 　 12,781,915 36.8

　２　無形固定資産 　 　 225,938 0.6 　 202,638 0.6 　 218,361 0.6

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 敷金及び保証金 ※１ 　 10,043,480 　 　 10,143,666 　 　 9,950,698 　

　　(2) その他 ※１ 　 2,811,507 　 　 2,682,497 　 　 2,845,001 　

　　　貸倒引当金 　 　 △58,582 　 　 △77,092 　 　 △82,835 　

　　　投資その他の資産
　　　合計

　 　 12,796,405 35.6 　 12,749,071 37.6 　 12,712,865 36.6

　　　固定資産合計 　 　 25,922,857 72.1 　 25,006,738 73.7 　 25,713,141 74.0

Ⅲ　繰延資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　社債発行費 　 　 58,316 　 　 21,358 　 　 36,166 　

　　　繰延資産合計 　 　 58,316 0.1 　 21,358 0.1 　 36,166 0.1

　　　資産合計 　 　 35,967,735 100.0 　 33,912,183 100.0 　 34,718,927 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年10月31日現在)

当中間会計期間末

(平成18年10月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年４月30日現在)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 3,272,120 　 　 2,946,868 　 　 2,838,954 　

　２　買掛金 　 　 1,554,878 　 　 1,601,571 　 　 1,767,557 　

　３　短期借入金 ※１ 　 2,776,152 　 　 1,384,752 　 　 1,984,752 　

　４　未払法人税等 　 　 841,212 　 　 627,731 　 　 920,096 　

　５　未払費用 　 　 1,421,910 　 　 1,377,157 　 　 1,514,942 　

　６　その他 ※1.3 　 1,401,761 　 　 2,390,232 　 　 1,539,460 　

　　　流動負債合計 　 　 11,268,035 31.3 　 10,328,312 30.5 　 10,565,762 30.5

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 3,662,500 　 　 2,037,500 　 　 3,350,000 　

　２　長期借入金 ※１ 　 3,609,364 　 　 2,992,212 　 　 2,809,888 　

　３　退職給付引当金 　 　 956,179 　 　 1,038,201 　 　 1,009,084 　

　４　役員退職慰労引当金 　 　 1,483,313 　 　 1,469,784 　 　 1,473,713 　

　５　預り保証金 　 　 3,969,990 　 　 3,972,207 　 　 3,968,290 　

　　　固定負債合計 　 　 13,681,346 38.1 　 11,509,905 33.9 　 12,610,975 36.3

　　　負債合計 　 　 24,949,381 69.4 　 21,838,218 64.4 　 23,176,738 66.8

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,532,360 4.2 　 ― ― 　 1,532,360 4.4

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 1,467,880 　 　 ― 　 　 1,467,880 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 1,467,880 4.1 　 ― ― 　 1,467,880 4.2

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 19,350 　 　 ― 　 　 19,350 　 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　別途積立金 　 5,092,710 　 　 ― 　 　 5,092,710 　 　

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 2,898,915 　 　 ― 　 　 3,420,607 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 8,010,975 22.3 　 ― ― 　 8,532,667 24.6

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 12,084 0.0 　 ― ― 　 15,092 0.0

Ⅴ　自己株式 　 　 △4,946 0.0 　 ― ― 　 △5,810 0.0

　　　資本合計 　 　 11,018,353 30.6 　 ― ― 　 11,542,188 33.2

　　　負債資本合計 　 　 35,967,735 100.0 　 ― ― 　 34,718,927 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年10月31日現在)

当中間会計期間末

(平成18年10月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年４月30日現在)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,532,360 4.5 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 1,467,880 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,467,880 4.3 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 19,350 　 　 ― 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 5,092,710 　 　 ― 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 3,953,673 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 9,065,734 26.7 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △6,033 0.0 　 ― ―

　　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 12,059,941 35.5 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 14,023 0.1 　 ― ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 14,023 0.1 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 12,073,965 35.6 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 33,912,183 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間

(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 17,628,577 100.0 　 17,687,196 100.0 　 34,798,481 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 4,880,656 27.7 　 4,987,107 28.2 　 9,614,735 27.6

　　　売上総利益 　 　 12,747,920 72.3 　 12,700,089 71.8 　 25,183,746 72.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 11,288,878 64.0 　 11,187,570 63.3 　 22,388,765 64.4

　　　営業利益 　 　 1,459,042 8.3 　 1,512,519 8.5 　 2,794,981 8.0

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 6,101 　 　 5,694 　 　 11,988 　 　

　２　その他 ※１ 130,251 136,353 0.8 119,884 125,579 0.7 242,894 254,883 0.7

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 63,958 　 　 42,763 　 　 112,383 　 　

　２　シンジケートローン
　　　手数料

　 4,062 　 　 44,596 　 　 40,376 　 　

　３　その他 　 49,495 117,516 0.7 40,382 127,742 0.7 103,546 256,307 0.7

　　　経常利益 　 　 1,477,878 8.4 　 1,510,356 8.5 　 2,793,556 8.0

Ⅵ　特別利益 ※２ 　 55,093 0.3 　 15,648 0.1 　 51,962 0.2

Ⅶ　特別損失 ※3.5 　 762,028 4.3 　 190,271 1.0 　 828,371 2.4

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 770,944 4.4 　 1,335,733 7.6 　 2,017,147 5.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 728,017 　 　 501,555 　 　 1,394,562 　 　

　　　法人税等調整額 　 △280,869 447,148 2.6 163,235 664,790 3.8 △360,785 1,033,777 3.0

　　　中間(当期)純利益 　 　 323,796 1.8 　 670,943 3.8 　 983,370 2.8

　　　前期繰越利益 　 　 2,575,119 　 　 　 　 　 2,575,119 　

　　　中間(決算)配当額 　 　 ― 　 　 　 　 　 137,882 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 2,898,915 　 　 　 　 　 3,420,607 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年５月１日　至　平成18年10月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年４月30日残高(千円) 1,532,360 1,467,880 1,467,880

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― ―

　中間純利益 ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ―

平成18年10月31日残高(千円) 1,532,360 1,467,880 1,467,880

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年４月30日残高(千円) 19,350 5,092,710 3,420,607 8,532,667 △5,810 11,527,096

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― △137,877 △137,877 ― △137,877

　中間純利益 ― ― 670,943 670,943 ― 670,943

　自己株式の取得 ― ― ― ― △222 △222

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― 533,066 533,066 △222 532,844

平成18年10月31日残高(千円) 19,350 5,092,710 3,953,673 9,065,734 △6,033 12,059,941

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年４月30日残高(千円) 15,092 15,092 11,542,188

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― △137,877

　中間純利益 ― ― 670,943

　自己株式の取得 ― ― △222

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△1,068 △1,068 △1,068

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△1,068 △1,068 531,776

平成18年10月31日残高(千円) 14,023 14,023 12,073,965
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

１　有価証券の評価基準及び評価方

法

①子会社株式

移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方

法

①子会社株式

同左

１　有価証券の評価基準及び評価方

法

①子会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)

②その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

商品

総平均法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

商品

同左

貯蔵品

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価

方法

商品

同左

貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　　15年～45年

その他　　　　　４年～15年

３　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同左

３　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

　　定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

４　引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

４　引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)による

定額法により翌会計年度から費

用処理しております。

②退職給付引当金

　　　　　　同左

②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)による

定額法により翌会計年度から費

用処理しております。

③役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額の

100％を計上しておりましたが、

役員退職慰労金規程は平成16年

４月末日をもって廃止となり、

役員退職慰労引当金は、役員退

職慰労金制度適用期間中から在

任している役員に対する支給予

定額であります。

③役員退職慰労引当金

同左

　

　

　

③役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額の100％を

計上しておりましたが、役員退

職慰労金規程は平成16年４月末

日をもって廃止となり、役員退

職慰労引当金は、役員退職慰労

金制度適用期間中から在任して

いる役員に対する支給予定額で

あります。

５　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５　リース取引の処理方法

同左

５　リース取引の処理方法

同左

６　ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについて特例処理を採用

しております。

６　ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

６　ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

金利スワップ 借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　同左

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を

行う方針であります。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象の元本は、金額、契約期間

等が一致しており、金利スワッ

プ特例処理の要件に合致すると

判断されるため、当該判定をも

って有効性の判定に代えており

ます。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

⑤その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの

デリバティブ取引は財務担当役

員による個別取引ごとの決裁を

得て財務部が実行し、毎月デリ

バティブ取引の残高状況、評価

損益状況を把握しております。

⑤その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの

同左

　

　

⑤その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの

同左

　

　

７　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

７　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

７　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成15年10月31

日　企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

これにより税引前中間純利益が

678,856千円減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

　　　　　　――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。

これにより税引前当期純利益が

678,856千円減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき当

該各資産の金額から直接控除してお

ります。

　　　　　　　

　　　　　

　

　　　　　―――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は12,073,965千円でありま

す。

なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表規則によ

り作成しております。

　

　

　

　　　　　―――――

　

― 51 ―



注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末

(平成17年10月31日現在)
当中間会計期間末

(平成18年10月31日現在)
前事業年度末

(平成18年４月30日現在)

※１　担保資産及び担保付債務

イ　担保提供資産

建物 1,469,861千円

土地 3,433,915千円

敷金及び

保証金
60,000千円

　計 4,963,776千円

※１　担保資産及び担保付債務

イ　担保提供資産

建物 1,381,738千円

土地 2,769,015千円

　計 4,150,754千円

※１　担保資産及び担保付債務

イ　担保提供資産

建物 1,433,405千円

土地 3,424,615千円

　計 4,858,020千円

ロ　上記担保資産に対する債務

短期借入金 564,200千円

長期借入金 2,114,400千円

　計 2,678,600千円

また、上記担保のほか、投

資有価証券23,128千円及び

投資その他の資産「その

他」10,000千円を商品券

(24,277千円、流動負債

「その他」に含め表示。)発

行保全のため、横浜地方法

務局小田原支局に供託して

おります。

ロ　上記担保資産に対する債務

短期借入金 651,996千円

長期借入金 1,065,179千円

　計 1,717,175千円

また、上記担保のほか、流

動資産「その他」23,011千

円及び投資その他の資産

「その他」10,000千円を商

品券(24,124千円、流動負

債「その他」に含め表

示。)発行保全のため、横浜

地方法務局小田原支局に供

託しております。

ロ　上記担保資産に対する債務

短期借入金 424,200千円

長期借入金 1,092,300千円

　計 1,516,500千円

また、上記担保のほか、流

動資産「その他」23,069千

円及び投資その他の資産

「その他」10,000千円を商

品券(41,618千円、流動負

債「その他」に含め表

示。)発行保全のため、横浜

地方法務局小田原支局に供

託しております。

　２　偶発債務

株式会社ハッチの金融機関か

らの借入金等に対して次のと

おり債務保証を行っておりま

す。

　 1,008,000千円

　２　偶発債務

株式会社ハッチの金融機関か

らの借入金等に対して次のと

おり債務保証を行っておりま

す。

　 579,000千円

　２　偶発債務

株式会社ハッチの金融機関か

らの借入金等に対して次のと

おり債務保証を行っておりま

す。

　 739,000千円

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、金額的重要

性が乏しいため流動負債の

「その他」に含め表示してお

ります。

※３　消費税等の取扱い

同左

※３

―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

※１　営業外収益のその他のうち主

な内容は、次のとおりであり

ます。

受取配当金 29,088千円

集中加工室

管理収入
24,465千円

事務受託収入 24,426千円

※１　営業外収益のその他のうち主

な内容は、次のとおりであり

ます。

受取配当金 29,108千円

集中加工室

管理収入
18,255千円

事務受託収入 24,430千円

※１　営業外収益のその他のうち主

な内容は、次のとおりであり

ます。

受取配当金 29,348千円

集中加工室

管理収入
44,363千円

事務受託収入 48,842千円

※２　特別利益のうち主な内容は、

次のとおりであります。

営業補償料 31,926千円

※２　特別利益のうち主な内容は、

次のとおりであります。

貸倒引当戻入益 14,370千円

※２　特別利益のうち主な内容は、

次のとおりであります。

営業補償料 47,024千円

※３　特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。

固定資産売却損

建物 114千円

土地 16,044千円

　計 16,158千円

※３　特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。

固定資産売却損

　

※３　特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。

固定資産売却損

建物 114千円

土地 24,654千円

　計 24,768千円

　　

固定資産除却損

建物 46,159千円

その他

有形固定資産
5,256千円

　計 51,416千円

固定資産除却損

建物 48,352千円

その他

有形固定資産
25,206千円

　計 73,559千円

固定資産除却損

建物 64,284千円

その他

有形固定資産
10,313千円

　計 74,598千円

店舗閉鎖損失　　15,596千円

(店舗閉鎖損失の内容は、店

舗閉鎖に伴う原状復帰費用

等であります。)

店舗閉鎖損失　50,942千円

(店舗閉鎖損失の内容は、店

舗閉鎖に伴う原状復帰費用

等であります。)

店舗閉鎖損失　48,895千円

(店舗閉鎖損失の内容は、店

舗閉鎖に伴う原状復帰費用

等であります。)

　４　減価償却実施額は、次のとお

りであります。

有形固定資産 319,632千円

無形固定資産 39,390千円

　４　減価償却実施額は、次のとお

りであります。

有形固定資産 316,324千円

無形固定資産 27,332千円

　４　減価償却実施額は、次のとお

りであります。

有形固定資産 661,267千円

無形固定資産 70,161千円

※５　減損損失

　　　当中間会計期間において、収

益性が悪化しているホテル及

び市場価格が下落している遊

休資産について減損損失を計

上しました。

用途 場所 種類
金額

（千円）

ホテル
神奈川県
箱根町他2件

土地 535,209

遊休
北海道
門別町他3件

建物 44,192

土地 99,455

計 678,856

※５　減損損失

　　　当中間会計期間において事業

用資産（ホテル）について売

却予定資産に用途変更したこ

とに伴い、減損損失を計上し

ました。（平成18年９月に売

却済）

　

用途 場所 種類
金額

（千円）

売却予

定資産

神奈川県
箱根町

建　　　物 30,510

無形固定資産 33,475

計 63,985

　

※５　減損損失

　　　当会計期間において、収益性

が悪化しているホテル及び市

場価格が下落している遊休資

産について減損損失を計上し

ました。

用途 場所 種類
金額

（千円）

ホテル
神奈川県
箱根町他2件

土地 535,209

遊休
北海道
門別町他3件

建物 44,192

土地 99,455

計 678,856
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前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

眼鏡等小売事業については、営

業管理上の区分に基づいたエリ

ア地域別にグルーピングを行

い、ゴルフ事業については、１

つの資産グループとし、その他

の事業のホテル及び遊休資産に

ついては、個々の物件単位にグ

ルーピングを行っております。

ホテル及び遊休資産の回収可

能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、原則として

不動産鑑定評価基準に基づき

算定しております。

眼鏡等小売事業については、

営業管理上の区分に基づいた

エリア地域別にグルーピング

を行い、ゴルフ事業について

は、１つの資産グループと

し、その他の事業のホテル、

遊休資産及び売却予定資産に

ついては、個々の物件単位に

グルーピングを行っておりま

す。

売却予定資産の回収可能価額

は、正味売却価額により測定

しており、売却価額に基づき

算定しております。

眼鏡等小売事業については、営

業管理上の区分に基づいたエリ

ア地域別にグルーピングを行

い、ゴルフ事業については、１

つの資産グループとし、その他

の事業のホテル及び遊休資産に

ついては、個々の物件単位にグ

ルーピングを行っております。

ホテル及び遊休資産の回収可

能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、原則として

不動産鑑定評価基準に基づき

算定しております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年５月１日　至　平成18年10月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 　　　　　　3,180 　　　　　　　179 　　　　　　　― 　　　　　　3,359
　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　179株
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間

期末残高

相当額

(千円)

その他有形

固定資産
530,301 298,824 231,476

無形

固定資産
45,375 38,822 6,552

合計 575,676 337,647 238,028

　

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間

期末残高

相当額

(千円)

その他有形

固定資産
371,091 226,070 145,021

無形

固定資産
5,598 5,038 559

合計 376,689 231,108 145,580

　

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

その他有形

固定資産
442,620 257,569 185,051

無形

固定資産
14,547 12,533 2,014

合計 457,168 270,102 187,065

　

(注)　取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

(注)　

同左

(注)　取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 92,448千円

１年超 145,580千円

合計 238,028千円

　

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 58,303千円

１年超 87,276千円

合計 145,580千円

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 74,877千円

１年超 112,188千円

合計 187,065千円

　

(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(注)　

同左

(注)　未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額

支払リース料 59,643千円

減価償却費

相当額
59,643千円

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額

支払リース料 41,484千円

減価償却費

相当額
41,484千円

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額

支払リース料 110,606千円

減価償却費

相当額
110,606千円

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　同左

　

　

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失は
ないため、項目等の記載は省略して
おります。

　

（減損損失について）

同左
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年10月31日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成18年10月31日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成18年４月30日現在)

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

― 57 ―



１株当たり情報

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

１株当たり純資産額 799円11銭 875円72銭 837円14銭

１株当たり中間(当期)純利益 23円93銭 48円66銭 72円04銭

　 なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

同左

　

　

　

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１.　１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

中間貸借対照表の純
資産の部の合計額

(千円) ― 12,073,965 ―

普通株式に係る純資
産額

(千円) ― 12,073,965 ―

普通株式の発行済株
式数

(株) ― 13,790,880 ―

普通株式の自己株式
数

(株) ― 3,359 ―

１株当たり純資産の
算定に用いられた普
通株式の数

(株) ― 13,787,521 ―

　

　

２.　１株当たり中間(当期)純利益

項目
前中間会計期間

(自　平成17年５月１日
至　平成17年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年５月１日
至　平成18年10月31日)

前事業年度
(自　平成17年５月１日
至　平成18年４月30日)

中間損益計算書上の
中間(当期)純利益

(千円) 323,796 670,943 983,370

普通株式に係る
中間(当期)純利益

(千円) 323,796 670,943 983,370

普通株主に
帰属しない金額

(千円) ― ― ―

普通株式の
期中平均株式数

(株) 13,531,463 13,787,618 13,649,808
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